
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

１ 現状 

（１）地域の災害等リスク 

〇自然的条件 

本市は、愛知県の最西端、名古屋市の西方約 20ｋｍに位置し、総面積は、66.68㎢である。 

北は稲沢市、東は津島市、あま市、蟹江町、南は弥富市に接し、西は木曽川・長良川を隔てて岐阜県及び

三重県に接している。 

 気象は、年平均 15℃くらいと温暖で、日本海まで比較的距離が短く、季節風の影響で冬期には伊吹おろ

しといわれる寒風が吹き、夏場は気温が高くなり、やや大陸的気候となっている。年間降水量は、地域に

よって差はあるものの、およそ 1,600～2,000㎜前後である。降雪は、年に１・２度しかなく、氷結日数も

少ない。 

 地勢は平坦で、木曽川の沖積層という肥沃な土壌に恵まれた濃尾平野の西端として農地や水面をはじめ

とした自然が多く広がっている。地盤は、沖積層が厚く軟弱であり、かつ、南部はゼロメートル地帯に属

している。 

① 豪雨・洪水・風水害のリスク 

本市における既往の風水害については、1976年 9月 8日～14日にかけて台風 17号が上陸。愛知県で

も記録的豪雨が降り、各地で浸水被害が起こった。日光川とその支川の目比川の合流地点では堤防が決

壊し、床上浸水 1,243戸、床下浸水 295戸の大きな被害があった。 

想定される風水害の特徴として、木曽川、長良川、日光川や領内川など、多くの河川がある本市は、風

水害が起きやすい地域で、また、市内の多くが「ゼロメートル地帯」のため、浸水すると水が引きにくく、

被害が長引くことが懸念され、 商工業者へのリスクとしては、精密機器や工場機械等の故障などによる

復旧の長期化、復旧費用の高額化などが想定される。 



 



 
② 地震リスク 

本市は南海トラフ地震の発生による甚大な被害が危惧される地域となっている。南海トラフを震源とす

るマグニチュード８～９クラスの南海トラフ地震は、今後３０年以内に６０～９０％程度以上と極めて高

い確率で発生すると予測され、発生した場合には甚大な被害を生ずることが想定されている。 

現在の想定では、市内のほぼ全てが震度６弱から６強、場所によって震度７ほどとなり、津波による浸

水も想定されている。また、一部を除いて市内全域が液状化の危険度が極めて高く、商工業者へのリスク

としては、沿岸部では津波被害により洪水時と同様に、復旧の長期化、復旧費用の高額化などが想定され

る。 



 
③ 感染症のリスクとサイバー攻撃等の対策 

新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返してきたウィルスと抗原性が大きく異なる新型のウィルスが

出現することにより、およそ 10年から 40年の周期で発生している感染症であり、ほとんどの人が免疫を

獲得していないため、世界的な大流行となり、大きな健康被害とこれに伴う社会的・経済的な影響が生じ

ると懸念されている。 

また、サイバー攻撃による情報の漏洩や精密機器の故障等のリスクへの対策が急務となっている。 

 

（２）域内の商工業者の状況 
 (令和３年経済センサス-活動調査 事業所に関する集計 産業横断的集計 事業所数、従業者数 9-3 より)  

・商工業者数      19,484人   ・事業所数       2,065事業所 

・うち）小規模事業者数  8,653人   ・うち）小規模事業所数 1,844事業所 

【内訳/人】 

業種 建設業 製造業 卸売・小売業 宿泊・飲食業 サービス業 その他 

商工業者 1,432 4,908 3,419 1,173 1,064 7,488 
内）小規模事業者 1,084 1,449 1,856 743 680 2,841 

【内訳/事業所】 

業種 建設業 製造業 卸売・小売業 宿泊・飲食業 サービス業 その他 

商工業者 250 349 392 180 210 684 
内）小規模事業者 240 283 359 168 199 595 

 

 



（３）これまでの取組 

１）愛西市の取組 

① 計画等の策定 

  ・愛西市地域防災計画（年に１回改訂） 

・愛西市業務継続計画（平成３０年度） 

  ・愛西市地域強靭化計画（令和２年度） 

  ・愛西市受援マニュアル（令和２年度） 

  ・愛西市防災ハンドブック（令和２年度） 

  ・愛西市ハザードマップ（令和２年度） 

   （高潮ハザードマップ（令和４年度に追加） 

② 防災事業 

・愛西市総合防災訓練 

・あいさい市民防災講演会（隔年） 

・海部地方防災リーダー養成講座 

・海部地方防災ボランティアコーディネーター養成（フォローアップ）講座 

２）愛西市商工会の取組 

・事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知  

・事業者へのＢＣＰ及び、事業継続力強化計画の策定支援 

 

２ 本計画の策定及び実行にあたっての課題と対策 

 【課題】 

①  市内小規模事業者が市内のハザードマップを把握できていない。 

②  地域の自然災害等リスクについて、本会、本市と事業者との間で水害対策について十分な議論ができ

ていない。 

③  市内小規模事業者の事業継続力強化の取り組み状況を把握できていない。 

④  本計画の実行にあたって、保険・共済や資金繰り、防災・減災等の重要性をセミナーや巡回指導時等

で周知する専門的な知識を有する本会、本市の人材の不足。 

 

【対策】 

①  巡回指導時に最新の「愛西市ハザードマップ（高潮・洪水）」を持参し、各事業所の「想定浸水深」と

「浸水継続時間」を個別に確認・説明する。また、「水が引くまで数週間かかる可能性」を強調し、事業

停止期間が長引くリスクを認識させる。 

②  事業継続力強化計画の策定において、水害対策として「重要資産（サーバー、帳簿、商品、金型等）

の 2階以上への保管（垂直避難）」を標準的な対策として指導する。また、専門家派遣を活用し、個社ご

とのリスクに応じた具体的な対策（止水板、土嚢確保など）を助言する。 

③  事業継続力強化の取り組み状況については、経済産業省ＨＰに掲載の事業継続力強化計画の認定事業

者一覧や本会会員へのアンケートや聞き取り等で把握する。 

④  資金繰りについては損害保険会社と連携し、水災補償が含まれる「事業活動総合保険」や、県の融資

制度、小規模企業共済等の情報を会報誌やホームページ、セミナー等で周知する。また、経営指導員か

ら事業者に対し長期の事業停止に備え、「休業補償」の必要性を啓発し、自然災害だけでなく、新たな感

染症やサイバー攻撃への備え（データバックアップ、テレワーク環境整備）についてもセミナー等で情

報提供を行う。本会、本市においても合同で連携機関による講習会を実施し、防災・減災等の知識を習

得する。 

３ 目標 

 ・市内小規模事業者に対し、海抜ゼロメートル地帯特有の広域浸水や浸水継続時間等の自然災害リスクを具

体的に認識させ、事前対策の必要性を周知する。また、情報提供と理解の促進を図るため、ハザードマッ

プなどの災害関連情報を分かりやすく発信し、小規模事業者が最新情報を収集・理解し、効果的に活用で

きるよう支援すること。 

・本会の支援能力の強化を図り、他の支援団体や専門家と連携して事業者ＢＣＰの策定支援や、災害時の補

償に関する適切なアドバイスができる体制を整備することで、市内の小規模事業者の事業継続力強化につ

なげる。 

・支援においては、市内小規模事業者の事業継続力強化計画の策定状況が低いことから、ＢＣＰ・事業継続

力強化計画の策定支援に加え、被災時の事業継続力強化に係る取り組みとして、水災補償を含む損害保険

の加入などリスクファイナンスの取組を促進する。 

・被災した中小企業に対し、事業資金の融資等による支援を実施します。また、関係団体等の支援情報をと

りまとめて提供し、早期の事業再開を支援します。 



・自然災害や感染症の拡大により事務所閉鎖が必要になった場合でも、職員の健康を守りながら、 業務の停

滞を抑え、事業者を支援するためのリモートワークやオンライン支援の体制を確立すること。 

 

  具体的には、以下の目標を設定し取り組んでいくこととする。 

① 事業継続力強化支援に係る巡回指導件数 年：１５件  

② ＢＣＰ・事業継続力強化計画策定セミナーの開催回数 年：１回 

③ ＢＣＰ・事業継続力強化計画策定支援事業者数 年：４事業者  

④ ＢＣＰ・事業継続力強化計画策定事業者数 年：３事業者 

 

事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

１ 事業継続力強化支援事業の実施期間 

（令和８年９月１日～令和１３年３月３１日） 

 

２ 事業継続力強化支援事業の内容 

（１）市内小規模事業者の事業継続力強化の取組状況の把握 

 ・巡回訪問や窓口相談時において、チェックシート等を用いて事業者の BCP策定状況や、自然災害（特に水

害・地震）への備えの状況を聴き取る。 

・愛知県や本市の補助金申請支援、および経営発達支援計画に基づく伴走型支援の実施時に、事業継続力強

化計画の策定有無やリスク認識の状況を確認する。 

 

（２）小規模事業者に対する事業継続力強化支援の内容 

・巡回指導等の機会を通じて、愛西市防災マップ（ハザードマップ）を活用し、当地域特有の「海抜ゼロメ

ートル地帯」における水害リスク（木曽川・長良川・揖斐川の氾濫や内水氾濫による長期間の浸水想定）

等を事業者に具体的に認識してもらうよう指導する。 

・南海トラフ地震発生時の液状化リスクや堤防損壊リスクについて周知し、リスク対策の必要性について損

害保険や生命保険等の概要、事業者ＢＣＰに取り組む小規模事業者の紹介等を行い、事業継続力強化計画

を意識づける。 

 ・支援団体や専門家と連携して事業者ＢＣＰの策定支援をする。 

（３）フォローアップ 

〇訓練の実施支援 

・策定した計画の実効性を高めるため、本市が実施する総合防災訓練への参加を促すとともに、机上訓練（図

上訓練）等の実施を支援する。 

〇計画の見直し・更新 

・認定を受けた事業者に対し、年 1回程度のフォローアップ調査を行い、連絡網の更新や備蓄品の確認、設

備導入の進捗状況を確認する。 

・計画期間が終了する事業者に対しては、最新のハザードマップや経営環境の変化を踏まえた計画の見直し

を促し、再更新に向け指導する 

 

（４）知見の共有及び事業継続力の底上げ 

〇好事例の横展開 

・会報誌やホームページにおいて、水害対策（設備の嵩上げ等）や BCP策定に取り組んだ市内事業者の好事

例を展開し、他事業者の意識向上を図る。 

〇連携型計画の推進 

・サプライチェーンを構成する企業や、同業種組合、近隣の商店街などで連携して行う「連携事業継続力強

化計画」の策定を支援し、地域全体での防災力向上（資機材の融通、代替生産など）を目指す 

 

（５）関係団体等との連携 

〇愛西市（危機管理課・産業振興課） 

・ハザードマップ情報の提供、防災訓練の連携、被害情報の共有体制の構築。 

〇損害保険会社・共済団体 

・防災・減災セミナーの共催、リスク診断サービスの活用、適切な保険商品の提案。 

〇愛知県商工会連合会・中小企業基盤整備機構 

・専門家の派遣要請、指導員向け研修の受講、補助金情報の収集。 

〇金融機関 



・事業継続力強化計画認定企業に対する金融支援（低利融資等）の円滑な活用に向けた連携。 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（２０２６年７月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継続

力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 
① 愛西市との連携体制 

・本会、本市産業振興課・危機管理課が連携し、地域の実情を踏まえた災害リスクを把握するため、年２

回、連絡協議会を開催する。 

② 商工会の事業継続力強化支援事業実施に係る体制 

・市内を地区ごとに分け、経営指導員が巡回指導を行い、策定支援からフォローアップまで一体の支援体

制を構築する。 

③ 実施状況を把握し評価を行う体制 

・経営指導員３名の体制で、実施状況を定量的に把握し効果測定を行う。 

④ 経営指導員等の資質向上に係る体制 

・本会職員向けに研修や勉強会等を開催し、防災・減災や、保険、リスクファイナンスなど適宜専門家知

識の習得及び最新情報の収集に努める。 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指導員に

よる情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

〇愛西市商工会 

・氏 名：西場 靖高 

・氏 名：八木 紀子 

・連絡先：０５６７－２４－６１２２ 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認、見直し等、フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〇愛西市商工会 

・〒４９６－８０１１ 愛知県愛西市諏訪町郷東７３番１ 

・連絡先：０５６７－２４－６１２２/ＦＡＸ：０５６７－２４－６１２０ 

・ＭＡＩＬ：aisai@aisai-sci.or.jp 

 

 

mailto:aisai@aisai-sci.or.jp


②関係市町村 

〇愛西市 産業振興課 

・〒４９６－８５５５ 愛知県愛西市稲葉町米野３０８番地 

・連絡先：０５６７－５５－７１２８/ＦＡＸ：０５６７－２６－１０１１ 

・ＭＡＩＬ：sangyo@city.aisai.lg.jp 

〇愛西市 危機管理課 

・〒４９６－８５５５ 愛知県愛西市稲葉町米野３０８番地 

・連絡先：０５６７－５５－７１３０/ＦＡＸ：０５６７－２６－５５１６ 

 ・ＭＡＩＬ：kikikanri@city.aisai.lg.jp 

 

 

（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位：千円） 

 
８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 

必要な資金の額 200 200 200 200 200 

 

セミナー開催費 

チラシ作成費 

通信運搬費 

会議費 

50 

60 

80 

10 

50 

60 

80 

10 

50 

60 

80 

10 

50 

60 

80 

10 

50 

60 

80 

10 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

愛西市補助金、会費収入等  

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

mailto:angyo@city.aisai.lg.jp
mailto:kikikanri@city.aisai.lg.jp


（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（同）ビーシーパートナーズ 代表 伊藤 哲夫 

愛西市佐屋町宅地 32-6   

  0567-23-6388 

連携して実施する事業の内容 

① 事業者ＢＣＰ及び事業継続力強化計画策定手法に関するセミナー等の開催  

② 事業者ＢＣＰ及び事業継続力強化計画支援 

③ 事業者ＢＣＰ及び事業継続力強化計画の実施支援及びフォローアップ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 事業者ＢＣＰ及び事業継続力強化計画策定に対する、セミナーの企画・運営、講師の派遣を行

う。  

②③ 小規模事業者に対し事業者ＢＣＰ及び事業継続力強化計画の普及啓蒙を行い、事業者ＢＣＰ

及び 事業継続力強化計画の策定と策定した事業者に対し、計画の実施支援及びフォローアップを

行う。 

連携体制図等 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

地域内小規模事業者 

 

連携機関 

 

愛西市商工会 

 

愛西市 

協定締結 

相談 

① 支援 
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②③ 


